農用地区域の用途変更（農用地→農業用施設用地）について
１．農用地区域の基本的な考え方
農用地区域は、長期的観点から農業の振興を図るための総合的基本計画として定められた農業振興地域整備計画において、法令の基準により農用地等として利用すべき土地として指定された区域です。
したがって、優良農用地の確保拡大の基本姿勢を堅持しなければならないことから、やむを得ず農用地区域内農地を用途変更する場合には、農振制度の趣旨に反することのないよう、農振法の規定により茨城県の同意を要する協議が必要となります。
２．用途変更の要件
地域の農業者が、自らの農業経営を行なうために必要な農業用施設の用に供する施設の場合は、軽微な変更として通常より簡略な手続きにより農用地区域の用途変更を行うことができます。
しかし、軽微な変更とはいえ、次の要件を満たしている場合に限られます。
①農地の集団化・農作業の効率化その他土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に
支障をおよぼす恐れがないこと
②土地改良施設の有する機能に支障を及ぼす恐れがないこと
したがって、集団的農用地や土地改良事業等の施行地の区域においては、茨城県や関係機関等との協議の過程で、農業用施設用地として用地選定することが適当でないと判断される場合があります。
また、事業を行うにあたり必要とされる他法令（都市計画法、農地法等）の許認可
見込みが必要となりますので、事前に関係各課等へ相談して下さい。
※なお、「地域の農業者が、自らの農業経営を行なうために必要な農業用施設の用に供する」
ものに限られますから、下記のもの等はここでいう農業用施設には該当しません。 
・農業協同組合の施設  
・農薬及び農機具製造会社が行なう試験ほ場ならびに付帯施設 
・他地域で農業を営んでいるもののための施設 
・自ら利用せず、他の者のために設置する施設 
・他の者のためにその施設の有する能力を供する施設 
・共同利用施設の場合で、地域の農業者以外の者が利用者に含まれている場合 
・一個の建築物その他の工作物で，農業用施設に該当する部分と該当しない部分と
で構成されている施設
３．用途変更申出の注意事項等
①法令の要件等により用途変更できない場合がありますので、土地の選定や事業計画等
　については、事前に十分検討のうえ申出下さい。
②委任状により、書類等の提出を代理人に委任された場合でも、必要な際には土地所有
者等に直接問い合わせをすることがあります。
③現地調査のために市及び県の職員が申出地に立ち入り、写真撮影等を行うことがあり
　ますので、あらかじめご了承下さい。
④申出書類の提出後に、必要に応じて追加書類等を提出していただく場合がありますの
で、その際には早急に提出して下さい。
⑤申出書の締切日は、５月中旬及び１１月中旬となっております。申出書及び添付書類を全て揃えて、農政課へ１部提出して下さい。（事業面積が１haを超えるものについては、除外と同様の手続きとなります。）
４．用途変更の流れ（農地面積１ha未満の場合）
	No.
	内　　　　　容
	時　期

	①
	用途変更の申出
	事業者→市
	5月中旬
〆切
	11月中旬
〆切

	②
	調査・検討・調整
	市
	6月
	12月

	③
	稲敷市農業振興地域整備促進協議会
	市
	
	

	④
	本協議書の提出
	市→県
	
	

	⑤
	調査・検討・調整
	県
	7月
	1月

	⑥
	茨城県農振調整会議
	県
	
	

	⑦
	本協議の回答
県からの回答内容
・「同　意」→用途変更可。
・「要調整」→関係法令等調整不十分。調整後④へ。
・「不同意」→用途変更できません。
	県→市
市→事業者
（通知）
	8月頃
	2月頃

	⑧
	農振法第12条の規定による公告
	市
	
	

	⑨
	用途変更完了
	
	
	


※この事務処理に要する期間はあくまでも目安です。
事業内容によっては、通常より長い協議期間となる場合もありますのでご承知ください。
農業用施設該当施設　具体例
	品目
	該当するもの
	該当しないもの

	米麦
	育苗（苗供給）施設
農機具格納庫
カントリーエレベーター
ライスセンター
麦乾燥施設
	籾がら処理加工施設
たい肥舎
米品質改善管理センター
米穀倉庫
もち加工施設　※
	

	果樹
	選果場
集荷場
低温貯蔵庫
常温貯蔵庫
農機具格納庫
訪花昆虫増殖施設
花粉開葯貯蔵施設
たい肥舎
育苗（苗供給）施設
	定置配管施設（水源施設、揚水施設、送水施設、薬剤調合施設等）
軌条式・索道式運搬施設
果樹棚
柿の脱渋施設
夜蛾防除施設
果樹園管理施設
果汁（ビン詰、缶詰）製造施設　※
果実酒醸造施設　※
	

	野菜
	温室
温室管理施設（集中管理棟、ボイラー室、ポンプ室、石油タンク、高圧受変電施設、貯水槽、薬剤調合槽等）
農機具格納庫
たい肥製造施設（たい肥舎、たい肥盤）
定置配管施設
育苗（苗供給）施設
集出荷所（集送センター）
貯（冷）蔵施設
予冷施設
	農業生産用資材庫
冷凍施設
塩蔵施設
 選果包装施設
乾燥施設
れき耕施設
溶液栽培施設
きのこ栽培施設
漬物製造施設　※
野菜加工施設　※
	

	特産物
	育稲（苗供給）施設
種苗貯蔵施設
集出荷貯蔵施設
選別調整施設
（①荒茶製造、こんにゃく荒粉製造、みつまた・こうぞの叩解・除滓、香料・薬用・染料作物の蒸熱のための施設、②乾燥施設）
	たい肥製造貯蔵施設
農機具収納舎
定置配管施設
給水施設
集中脱葉施設
加工施設　※
(い草加工施設、精茶施設等)
	

	花き
	育苗（苗供給）施設
定置配管施設
農機具格納庫
温室（管理施設を含む）
	球根等冷蔵施設
球根乾燥貯蔵施設
集出荷施設
	

	畜産
	畜舎（鶏舎）
管理舎（看視舎）
サイロ
乾草舎
飼料調整室
たい肥舎
たい肥盤
運動場
肥料庫（乾燥庫）
家畜用水施設
電気導入施設
集出荷（集乳・集卵）施設　※
	農機具格納庫
家畜ふん
保冷貯卵施設
育すう施設
分娩室
薬浴施設
家畜人工授精施設
ふ卵施設
パドック、給水（塩）施設、避難舎
食肉（鶏）処理加工施設　※
ｱｲｽｸﾘｰﾑ、ﾁｰｽﾞ、ﾊﾞﾀｰ製造施設　※
	家畜市場
家畜診療施設
ﾍﾟｯﾄ、観賞用動物飼育施設
乗馬施設


	品目
	該当するもの
	該当しないもの

	市民農園施設☆
	温室
農産物調整施設
農産物貯蔵施設
農作業準備休養施設（休憩施設、東屋、パーゴラ、ベンチ、更衣所、水飲・手洗場、便所等）
農機具収納施設
	たい肥舎
肥料倉庫
ゴミ置場(廃棄された農産物等の処理施設)
上記の施設に付帯する駐車場、駐輪場、管理施設
	宿泊施設
講習施設

	養蚕
	稚蚕用蚕室
壮蚕用蚕室
上族収繭室
繭集出荷施設
堆厩肥舎
貯桑庫
	農機具格納庫
定置配管施
桑苗供給
催青施設
蚕種採取施設
	乾繭施設
貯繭施設

	その他
	病害虫防除施設
多目的恒温恒湿貯蔵施設
営農飲雑用水施設
農作業準備休養施設
農舎
肥料倉庫
	農機具用燃
農業廃棄物処理施設（ふん尿処理を除く。）
農産物販売施設（農業者が設置するものに限る。）
	農産物包装処理出荷施設(ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ、ﾊﾟｯｸの製品)
排水処理等公害対策施設
農機具修理施設
養魚施設


（注）※  農業用施設用地の対象とする加工・販売施設
１　製造・加工施設にあっては次の要件を満たす施設であること
①当該施設を設置管理する農業者（以下「農業者」という。）自らが生産する農畜産物の製造（加
工）施設であること
②農業者自らの生産する農畜産物の使用の割合が他の農畜産物よりも量的又は金額的に多い場合
であること
２　販売施設にあっては次の要件を満たす施設であること
①農業者自らが生産する農畜産物の販売施設又は農業者自らが生産する農畜産物を製造（加工）
したものを販売する施設であること
②農畜産物の販売施設にあっては、農業者自らの生産する農畜産物の販売の割合が他の農畜産物
よりも量的又は金額的に多いものであり、農業者自らが生産する農畜産物を製造（加工）した
ものを販売する施設にあっては、農業者自らの生産する農畜産物を量的又は金額的に５割以上
使用して製造（加工）したもののみを販売するものであること
　　　☆　市民農園整備促進法（平成2年法律第44号）第2条第2項第2号の市民農園施設
